
市議第７３号   

令和８年度伊東市水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度伊東市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴  給 水 戸 数 ３２，４１３戸 

⑵  年 間 総 給 水 量 ８，０２９，３８７㎥ 

⑶  １ 日 平 均 給 水 量 ２１，９９８㎥ 

⑷  主要な建設改良事業 改良工事事業 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収       入 

第１款 事 業 収 益 １，６６６，２３６千円 

 第１項 営 業 収 益 １，４６１，８１５千円 

 第２項 営 業 外 収 益 ２０４，４２０千円 

 第３項 特 別 利 益 １千円 

支       出 

第１款 事 業 費 用 １，６２８，０１５千円 

 第１項 営 業 費 用 １，５４６，３９２千円 

 第２項 営 業 外 費 用 ７１，６２１千円 

 第３項 特 別 損 失 ２千円 

 第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額９３５，９４７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的 

収支調整額８１，３２１千円、損益勘定留保資金６４０，７０６千円及び減債積立金２

１３，９２０千円で補塡するものとする。） 

 



収       入 

第１款 資 本 的 収 入 ３２９，０４３千円 

第１項 企 業 債 ３００，０００千円 

第２項 補   助   金 ６，０００千円 

第３項 負 担 金 ２２，９２７千円 

第４項 固定資産売却代金 １１６千円 

支       出 

第１款 資 本 的 支 出 １，２６４，９９０千円 

第１項 建 設 改 良 費 ９６２，７６２千円 

 第２項 企 業 債 償 還 金 ３０２，２２７千円 

 第３項 負 担 金 等 返 還 金 １千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は次のとおりと定める。 

事          項 期                間 限    度    額 

令和８年度配水管更新工事 令和８年度～令和９年度 ５０，０００千円 

令和８年度施設改良工事 令和８年度～令和９年度 １２２，５００千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

 

改良拡張事業

費に充当する

ため 

 千円 

300,000 

 

証 書 借 入 

又 は 

証 券 発 行 

 

   ５．０％以内 

ただし、利率見直

し方式で借り入れる

資金について、利率

の見直しを行った後

においては、当該見

直し後の利率 

 

政府資金については、

その融資条件により、 

その他資金の場合には、

その借入先との協定に 

よるものとする。 

ただし、企業財政そ

の他の都合により、措 

    置期間及び償還期限を 



    短縮し、若しくは繰上

償還又は低利債に借換

えすることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

⑴ 営業費用及び営業外費用          １０，０００千円 

⑵ 建設改良費及び負担金等返還金       １０，０００千円 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

⑴  職 員 給 与 費         １１９，７４５千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。 

⑴ 地 震 対 策 事 業 費            ６，４２１千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、３０，５７３千円と定める。 

 

  令和８年２月２０日提出 

 

伊東市長 杉本 憲也   



予定キャッシュ・フロー計算書

予定損益計算書（前年度分）

事 項 別 明 細 書

工 事 概 要

伊 東 市 水 道 事 業 会 計

予定貸借対照表（前年度分）

予 定 貸 借 対 照 表

給 与 費 明 細 書

債務負担行為に関する調書

実 施 計 画



令　和　８　年　度  伊　東　市　水　道

収　益　的　収　入

収　　　　

予　　定　　額

１ 事 業 収 益 1,666,236

１ 営 業 収 益 1,461,815

１ 給 水 収 益 1,418,000

２ 受 託 工 事 収 益 470

３ そ の 他 営 業 収 益 43,345

２ 営 業 外 収 益 204,420

１ 受 取 利 息 7,520

２ 他 会 計 補 助 金 3,949

３ 長 期 前 受 金 戻 入 180,407

４ 雑 収 益 7,544

５ 消 費 税 還 付 金 5,000

３ 特 別 利 益 1

１ 固 定 資 産 売 却 益 1

目項款



事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

及　び　支　出

　　　　入

（単位千円）

（前　年　度）

1,647,090

1,457,839

水道料金 1,418,911

432

その他営業収入 38,496

189,250

預金利息 3,270

4,514

175,144

6,322

0

1

土地等売却益 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



支　　　　

予　　定　　額

１ 事 業 費 用 1,628,015

１ 営 業 費 用 1,546,392

１ 原 水 及 び 浄 水 費 415,646

２ 配 水 及 び 給 水 費 151,376

３ 受 託 工 事 費 7,258

４ 総 係 費 165,688

５ 減 価 償 却 費 791,509

６ 資 産 減 耗 費 14,749

７ そ の 他 営 業 費 用 166

２ 営 業 外 費 用 71,621

１ 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

71,120

２ 雑 支 出 500

３ 消費税及び地方消費税 1

３ 特 別 損 失 2

１ 固 定 資 産 売 却 損 1

２ 過 年 度 損 益 修 正 損 1

４ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

目項款



　　　　出

（単位千円）

（前　年　度）

1,566,645

1,486,269

原水の取水、浄水及び滅菌に係る設備の維持並びに作業に要
する費用

359,422

配水に係る設備及び給水に係る設備の維持並びに作業に要す
る費用

157,041

6,689

検針、料金の調定及び徴収その他の業務に要する費用並びに
事業活動全般に要する費用

151,526

固定資産の減価償却費 791,046

有形固定資産の除却損及びたな卸資産の減耗費 20,404

その他営業費用 141

70,374

企業債借入、一時借入に対する利息 68,623

1,750

1

2

土地の売却損 1

その他過年度損失 1

10,000

10,000

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



資　本　的　収　入

収　　　　

予　　定　　額

１ 資 本 的 収 入 329,043

１ 企 業 債 300,000

１ 企 業 債 300,000

２ 補 助 金 6,000

１ 他 会 計 補 助 金 6,000

３ 負 担 金 22,927

１ 工 事 負 担 金 8,663

２ 開 発 負 担 金 3,000

３ 他 会 計 負 担 金 11,264

４ 固 定 資 産
売 却 代 金

116

１ 土 地 売 却 代 金 1

２ 車 両 売 却 代 金 115

目項款



及　び　支　出

　　　　入

（単位千円）

（前　年　度）

328,417

300,000

改良拡張事業費充当債 300,000

4,623

地震対策事業等に対する他会計からの補助金 4,623

23,793

改良工事負担金 12,127

宅地造成・建築物の建築に係る開発負担金 3,000

改良工事等に対する他会計からの負担金 8,666

1

土地の売却原価 1

車両の売却原価 0

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



支　　　　

予　　定　　額

１ 資 本 的 支 出 1,264,990

１ 建 設 改 良 費 962,762

１ 事 務 費 91,902

２ 改 良 費 847,001

３ 拡 張 費 2

４ 固 定 資 産 購 入 費 23,857

２ 企業債償還金 302,227

１ 企 業 債 償 還 金 302,227

３ 負 担 金 等
返 還 金

1

１ 負 担 金 等 返 還 金 1

目項款



　　　　出

（単位千円）

（前　年　度）

1,288,872

993,499

建設改良に要する経常費 99,655

取水、導水、浄水、送水施設、配水管等の改良に要する事業
費

855,401

送水施設及び配水管布設の拡張に要する事業費 1

メータ、その他機械器具及び土地の購入費 38,442

295,372

企業債元金償還金 295,372

1

開発負担金返還金 1

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



(単位千円)
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 42,490

減価償却費 791,509

固定資産除却費 14,748

貸倒引当金の増減額 △ 2,999

賞与等引当金の増減額 399

退職給付引当金の増減額 1

長期前受金戻入額 △ 180,407

受取利息及び配当金 △ 7,520

支払利息 71,120

固定資産売却益 0

固定資産売却損 1

未収金の増減額 889

未払金の増減額 △ 6,699

たな卸資産の増減額 0

前受金の増減額 △ 8,662

小計 629,890

利息及び配当金の受取額 7,520

利息の支払額 △ 71,120

業務活動によるキャッシュ・フロー 566,290

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の売却による収入 106

固定資産の取得による支出 △ 880,352

補助金等による収入 6,000

負担金等による収入 21,867

出資金等による収入 0

負担金等返還による支出 △ 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 852,380

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

企業債による収入 300,000

企業債の償還による支出 △ 302,227

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,227

　　資金増加(減少)額 △ 288,317

　　資金期首残高 1,931,561

　　資金期末残高 1,643,244

令和８年度　伊東市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)



（単位千円）

１

⑴ 1,289,919

⑵ 432

⑶ 35,095 1,325,446

２

⑴ 355,202

⑵ 150,971

⑶ 6,800

⑷ 143,999

⑸ 791,046

⑹ 20,404

⑺ 141 1,468,563

△ 143,117

３

⑴ 3,270

⑵ 4,514

⑶ 175,144

⑷ 5,747 188,675

４

⑴ 68,623

⑵ 0

⑶ 2,101 70,724

５

⑴ 10,000 10,000 107,951

△ 35,166

６

⑴ 1 1

７

⑴ 1

⑵ 1 2 △ 1

△ 35,167

△ 76,182

161,075

49,726

令和７年度  伊東市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

固 定 資 産 売 却 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

繰 延 勘 定 償 却

そ の 他 営 業 費 用

受 取 利 息

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 利 益

配 水 及 び 給 水 費

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益



（単位千円）

１

⑴

イ 2,573,839

ロ 815,816

447,218 368,598

ハ 30,408,742

14,020,730 16,388,012

ニ 5,916,599

4,209,438 1,707,161

ホ 42,395

30,781 11,614

へ 25,055

22,680 2,375

ト 2,815,348

23,866,947

⑵

イ 3,568

ロ 215,768

219,336

　 24,086,283

２

⑴ 1,931,561

⑵ 89,270

11,389 77,881

⑶ 200

⑷ 21,199

⑸ 0

2,030,841

３

⑴ 0

0

26,117,124

令和７年度  伊東市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固   定   資   産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

水 利 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流   動   資   産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

繰   延   勘   定

開 発 費

繰 延 勘 定 合 計

前 払 金

資 産 合 計



（単位千円）

４

⑴

4,932,877

⑵

153,466

5,086,343

５

⑴

302,227

⑵ 377,426

⑶ 253,407

⑷

イ 8,418

⑸

イ 2,650

ロ 647

ハ 255

ニ 200

ホ 32,910 36,662

978,140

６

⑴

3,120,400

1,090,436 2,029,964

ロ 2,832,889

1,824,376 1,008,513

ハ 2,725,718

1,422,112 1,303,606

ニ 300,863

255,930 44,933 4,387,016

4,387,016

10,451,499

負　　債　　の　　部

固　　定　　負　　債
企　　　業　　　債

イ 企 業 債

引　　　当　　　金

イ 退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流   動   負   債

企　　　業　　　債

イ 企 業 債

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 保 証 金

預 り 諸 税

諸 預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券

預 り 下 水 道 使 用 料

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長　期　前　受　金

イ 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



（単位千円）

７

⑴ 13,414,853

13,414,853

８

⑴

イ 657,782

ロ 6,410

ハ 230,303

894,495

⑵

イ 705,834

ロ 600,717

49,726

1,356,277

2,250,772

15,665,625

26,117,124

資　　本　　の　　部

資      本      金

資 本 金

資 本 金 合 計

ハ
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

剰      余      金

資 本 剰 余 金

補 助 金

負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金



 

 

注記（前年度分） 

１ 重要な会計方針 

平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。 

⑴ 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア） 減価償却の方法    定額法 

（イ） 主な耐用年数 

建物         １５年から５０年まで 

構築物        １０年から６０年まで 

機械及び装置      ６年から２０年まで 

車両運搬具       ５年から ６年まで 

工具器具及び備品    ２年から２０年まで 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア） 減価償却の方法    定額法 

（イ） 主な耐用年数 

水利権        １０年から２０年まで 

ウ リース資産 

（ア） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当す

る資産はない。 

⑵ 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。 

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

水道料金に関する債権の不納欠損による損失に備えるため、過去における不納欠

損の実績による回収不能見込額を計上している。 

⑶ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

２ 予定貸借対照表等関連 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 



 

 

令和７年度において、退職手当の支給がなかったので、退職給付引当金の取り崩し

はなかった。 

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として２１，２５８，６２０円を支給

し、それらに係る法定福利費４，２００，８１４円を支出することとなったため、賞

与引当金８，０１７，０００円及び法定福利費引当金１，５７５，０００円をそれぞ

れ取り崩した。 

⑶ 貸倒引当金の取崩し 

令和７年度において、未収水道料金の一部を不納欠損することとなったため、貸倒

引当金３，０００，０００円を取り崩した。 

３ リース契約により使用する固定資産 

⑴ リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行うこととしているが、該当する取引はない。 

オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。 

⑵ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っている。 

⑶ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年内    ２，７０１，４４０円 

    １年超    ２，５７４，７２０円  

     計     ５，２７６，１６０円 

４ その他 

企業債 

予算及び予算に関する説明書に記載の企業債は、全て建設改良等の財源に充てるため

の企業債のことである。 

 



（単位千円）

１

⑴

イ 2,573,839

ロ 815,816

461,679 354,137

ハ 30,909,037

14,587,518 16,321,519

ニ 6,243,309

4,353,433 1,889,876

ホ 42,291

33,696 8,595

へ 25,064

23,014 2,050

ト 2,824,441

23,974,457

⑵

イ 3,568

ロ 182,246

185,814

　 24,160,271

２

⑴ 1,643,244

⑵ 88,381

8,390 79,991

⑶ 200

⑷ 21,199

1,744,634

３

⑴ 0

0

25,904,905

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

有 価 証 券

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

令和８年度  伊東市水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固   定   資   産

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

電 話 加 入 権

水 利 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流   動   資   産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

開 発 費

繰   延   勘   定

貯 蔵 品



（単位千円）

４

⑴

4,917,780

⑵

153,467

5,071,247

５

⑴

315,096

⑵ 370,727

⑶ 244,745

⑷

イ 8,817

⑸

イ 2,650

ロ 647

ハ 255

ニ 200

ホ 32,910 36,662

976,047

６

⑴

3,116,086

1,140,967 1,975,119

ロ 2,854,755

1,883,379 971,376

ハ 2,725,718

1,480,789 1,244,929

ニ 300,863

257,812 43,051 4,234,475

4,234,475

10,281,769

諸 預 り 金

預 り 下 水 道 使 用 料

流 動 負 債 合 計

イ 補 助 金

長　期　前　受　金

預 り 保 証 有 価 証 券

負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

受 贈 資 産 評 価 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

預 り 保 証 金

流   動   負   債

負　　債　　の　　部

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

預 り 諸 税

前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

イ 退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

イ 企 業 債

企　　　業　　　債

イ 企 業 債

固　　定　　負　　債

引　　　当　　　金

引 当 金

企　　　業　　　債



（単位千円）

７

⑴ 13,558,923

13,558,923

８

⑴

イ 657,782

ロ 6,410

ハ 230,303

894,495

⑵

イ 435,816

ロ 600,717

133,185

1,169,718

2,064,213

15,623,136

25,904,905

資　　本　　の　　部

資      本      金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

受 贈 資 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 担 金

資 本 剰 余 金

ハ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

資 本 金 合 計

減 債 積 立 金

剰      余      金

補 助 金



 

 

注記 

１ 重要な会計方針 

平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。 

⑴ 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア） 減価償却の方法    定額法 

（イ） 主な耐用年数 

建物         １５年から５０年まで 

構築物        １０年から６０年まで 

機械及び装置      ６年から２０年まで 

車両運搬具       ５年から ６年まで 

工具器具及び備品    ２年から２０年まで 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア） 減価償却の方法    定額法 

（イ） 主な耐用年数 

水利権        １０年から２０年まで 

ウ リース資産 

（ア） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当す

る資産はない。 

⑵ 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。 

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

の４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

水道料金に関する債権の不納欠損による損失に備えるため、過去における不納欠

損の実績による回収不能見込額を計上している。 

⑶ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

２ 予定貸借対照表等関連 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 



 

 

令和８年度において、退職手当の支給がなかったので、退職給付引当金の取り崩し

はなかった。 

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として２３，０９１，２６２円を支給

し、それらに係る法定福利費４，３５１，３３４円を支出することとなったため、賞

与引当金７，０３８，０００円及び法定福利費引当金１，３８０，０００円をそれぞ

れ取り崩した。 

⑶ 貸倒引当金の取崩し 

令和８年度において、未収水道料金の一部を不納欠損することとなったため、貸倒

引当金３，０００，０００円を取り崩した。 

３ リース契約により使用する固定資産 

⑴ リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理を行うこととしているが、該当する取引はない。 

オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。 

⑵ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っている。 

⑶ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年内    ３，０４７，０４０円 

    １年超   ２１，８６７，８４０円  

     計    ２４，９１４，８８０円 

４ その他 

企業債 

予算及び予算に関する説明書に記載の企業債は、全て建設改良等の財源に充てるため

の企業債のことである。 

 



１　一般職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　括

職 員 数

（人）

⑵　給料及び手当等の増減額の明細

2,313

※（　）内は再任用短時間勤務職員で、外数である。

手 当 等

給与改定に伴う増分 251

1,222

(0)
0

1,222 2,313 334

前 年 度

前 年 度
(2)
11

51,402 28,006 7,038

の 内 訳

比 較

扶 養 手 当 地 域 手 当
勤 務 手 当

3,261

本 年 度
(2)
11

52,624 30,319 7,372

2,062

2,914

△ 868

給 与 費 明 細 書

給　　料 手　当　等 賞与引当金繰入額

住 居 手 当
時 間 外

通 勤 手 当

684

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳　

6481,202

1,044

2,934

2,922

1,406

1,087

1,162

347118

その他の増減分

324

給　　料

12

給与改定に伴う増分

9722,289

普通昇給に伴う増分

区   分

その他の増減分

手 当 等

区   分

区     分

本 年 度

比 較

増　減　額

　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 与

報　　酬



（単位千円、△印は減を示す。）

（単位千円、△印は減を示す。）

昇給期　　１月　１１人

期末手当及び勤勉手当支給月数の増分

△ 197

6,610

3,869

平均昇給率　　１．５％

0

17,209 107,526

2 86,448 14,440 100,888

2,769 6,638

8,561

手 当

異動等に伴う増減分

584

484

異動等に伴う増減分

定期昇給分

期末手当年間支給月数　２．５月→２．５２５月
勤勉手当年間支給月数　２．１月→２．１２５月

給 与 費 明 細 書

法 定 福 利 費
　　　　　　費

備　　　　　　　　　　　　　考

579

1,680 2,280

合　　計
計退 職 給 付 費

2 90,317

勤 務 手 当

△ 880

1,680 7,0949,140

給料の平均改定率　３．３％

休 日
期 末 手 当

管 理 職

0

児 童 手 当

1,400387

勤 勉 手 当

説　　　　  　　　　明

前年度給与改定分
実施時期　令和７年４月１日



２　一般職（会計年度任用職員）

職 員 数

（人）

(3)

(3)

(0)

※（）内はパートタイム会計年度任用職員数である。

給 与 費 明 細 書

区   分
　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 与

報　　酬 給　　料 手　当　等 賞与引当金繰入額

本 年 度 7,593 0 2,915 0

前 年 度 6,003 2,238

比 較 1,590 0 677 0

手 当 等 勤 務 手 当
区     分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

時 間 外

本 年 度

の 内 訳 前 年 度

比 較



（単位千円）

給 与 費 明 細 書

　　　　　　費
法 定 福 利 費 合　　計

退 職 給 付 費 計

0 10,508 1,711 12,219

8,241 1,474

0

9,715

2,267 237 2,504

休 日 管 理 職
期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

勤 務 手 当 手 当

1,583 1,332

1,218 1,020

365 312



３ 給料及び手当等の状況

⑴　職員１人当たり給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

⑵　初任給

区　　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

⑶　級別職員数

級 構成比(％)

１　級 27.3

２　級 18.2

３　級 9.1

４　級 27.3

５　級 9.1

６　級 9.1

計 100.0

１　級 27.3

２　級 18.2

３　級

４　級 36.4

５　級 9.1

６　級 9.1

計 100.0

※　表中の構成比等については、小数点第２位を四捨五入し、数値の調整は行わない。

11

令和７年１月１日現在

3

2

4

1

1

11

区　　　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

職員数(人)

令和８年１月１日現在

3

2

1

3

1

1

水　道　事　業（円） 一　般　会　計（円）

２０１，５００ ２０１，５００

２３２，６００ ２３２，６００

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 ３４０，２５５

平 均 給 与 月 額 ４１０，０９５

平 均 年 齢 ４５．０６

区　　　　　　　　　分 一　　　般　　　職

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 ３４７，５５５

平 均 給 与 月 額 ４３１，７３６

平 均 年 齢 ４４．０５



（級別の標準的な職務内容）

区   分 １   級 ２   級 ３  級 ４   級 ５   級 ６   級

⑷　期末手当・勤勉手当

６月(月分) １２月(月分）

2.325 2.325 4.65

2.3 2.3 4.6

2.325 2.325 4.65

⑸　定年及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定 年 前
早 期 退 職
特 例 措 置

(３～４５％)

定 年 前
早 期 退 職
特 例 措 置

(３～４５％)

⑹　その他の手当

区       分 一般会計の制度との異同

通 勤 手 当 同      じ

扶 養 手 当 同      じ

地 域 手 当 同      じ

住 居 手 当 同      じ

支 給 率 等 24.587 33.271 47.709 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.587 33.271 47.709 47.709

前 年 度 有

国 の 制 度 有

区     分
そ の 他 の
加 算 措 置

区      　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度 有

事務員、技術員、主事、技
師等の職務

課長補佐、主
幹、技監等の
職務

部長の職務課長の職務
係長、主査等
の職務

補   職   名



  期  間   金  額   期  間   金  額 企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金

営 業 収 益

千円 千円 令和 8年度 千円 千円 千円 千円

1,168,000 令和7年度 ～ 1,168,000 1,168,000

令和12年度

令和 8年度

527,500 令和7年度 ～ 527,500 527,500

令和12年度

令和 8年度
～

民事調停契
約終了年度

100,000 令和7年度 令和8年度 100,000 100,000

100,000 令和7年度 令和8年度 100,000 100,000

令和 8年度

50,000 ～ 50,000 50,000

令和 9年度

令和 8年度

122,500 ～ 122,500 122,500

令和 9年度

民事調停委
託に伴う実
費に成功報
酬を加えた
額の範囲内

民事調停委託
料（令和７年
（ノ）第１７
号土地使用料
請 求 調 停 事
件）

料金徴収等
業務委託料

令和７年度
施 設 改 良
工 事

令和７年度
配 水 管
更 新 工 事

令和８年度
配 水 管
更 新 工 事

令和８年度
施 設 改 良
工 事

水 道 施 設
維 持 管 理
業務委託料

民事調停委
託に伴う実
費に成功報
酬を加えた
額の範囲内

民事調停委
託に伴う実
費に成功報
酬を加えた
額の範囲内

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

左　の　財　源　内　訳
事　項 限度額

前年 度 末ま での 支払
義務 発 生（ 見込 ）額

当該年 度以 降の 支払
義 務 発 生 予 定 額



令 和 ８ 年 度　 伊 東 市 水 道

１ 1,666,236 1,647,090 19,146

１ 営 業 収 益 1,461,815 1,457,839 3,976

１ 給 水 収 益 1,418,000 1,418,911 △ 911

２ 受 託 工 事 収 益 470 432 38

３ その他営業収益 43,345 38,496 4,849

２ 営 業 外 収 益 204,420 189,250 15,170

１ 受 取 利 息 7,520 3,270 4,250

２ 他 会 計 補 助 金 3,949 4,514 △ 565

３ 長期前受金戻入 180,407 175,144 5,263

４ 雑 収 益 7,544 6,322 1,222

５ 消 費 税 還 付 金 5,000 0 5,000

３ 特 別 利 益 1 1 0

１ 固定資産売却益 1 1 0

収　益　的　収　入

増　減　額前年度予定額

収　　　　

事 業 収 益

款　　　　　　項 目 本年度予定額



令 和 ８ 年 度　 伊 東 市 水 道 事 業 会 計 予 算 事 項 別 明 細 書

（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 水 道 料 金 1,418,000 13～20ｍｍ　 　　 　30,393栓 745,007

25～30ｍｍ　　　 　  1,597栓 160,440

40～50ｍｍ　　　　　   374栓 320,192

75ｍｍ以上　　　　　　　49栓 190,135

臨時用　　　　　　　　　 2,226

２ 手 数 料 470 設計審査手数料 400

開閉栓手数料 70

１ 加 入 金 16,172 新規水道利用者加入金

３ 手 数 料 212 諸手数料

４ 下 水 道 業 務
受 託 収 入

26,961

１ 預 金 利 息 7,520 預金利子

１ 他 会 計 補 助 金 3,949

１ 長期前受金戻入 180,407

２ 不用品売却収益 5,900 不用品売却収入

７ そ の 他 雑 収 益 1,644

1 消 費 税 還 付 金 5,000

１ 土 地 等 売 却 益 1

及　び　支　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

　　　　入



１ 1,628,015 1,566,645 61,370

１ 営 業 費 用 1,546,392 1,486,269 60,123

１ 原水及び浄水費 415,646 359,422 56,224

事 業 費 用

款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

支　　　　



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 給 料 3,258 企業職給１人

２ 手 当 等 1,473 地域手当 130

住居手当 324

時間外勤務手当 63

休日勤務手当 23

期末手当 522

勤勉手当 411

３ 賞 与 引 当 金 444

繰 入 額

６ 法 定 福 利 費 947 地方公務員共済組合負担金 855

地方公務員災害補償基金 8

法定福利費引当金繰入額 84

７ 旅 費 24 普通旅費

１０ 備 消 耗 品 費 6 器具備品費 1

消耗品費 5

１１ 燃 料 費 35 車両燃料費 34

庁用燃料費 1

１３ 図 書 費 1 図書購入費

１７ 委 託 料 226,823 機械点検委託料 4,254

水質検査委託料 7,632

水道施設維持管理業務委託料 214,936

赤沢望洋台地区臨時給水業務委託料 1

１８ 手 数 料 3,333 検査手数料 312

機械点検手数料 1

施設用地等維持管理手数料 3,020

　　　　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

２ 配水及び給水費 151,376 157,041 △ 5,665



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

２０ 使 用 料 60

２１ 修 繕 費 2,083 施設修繕費 2,000

車両修繕費 83

２５ 諸 負 担 金 29,664 奥野ダム管理負担金

２７ 動 力 費 145,281 電力料

２９ 工 事 請 負 費 1 施設整備工事費

３０ 材 料 費 1,511 施設補修材料費

３２ 補 償 費 701 松川補償金 700

損害補償金 1

３３ 受 水 費 1

１ 給 料 4,913 企業職給１人

２ 手 当 等 5,703 扶養手当 432

地域手当 214

通勤手当 108

時間外勤務手当 1,309

休日勤務手当 118

期末手当 1,953

勤勉手当 1,569

３ 賞 与 引 当 金 763

繰 入 額

５ 報 酬 5,071 会計年度任用職員報酬

６ 法 定 福 利 費 2,875 地方公務員共済組合負担金 1,961

地方公務員災害補償基金 16

社会保険料 747

法定福利費引当金繰入額 151

７ 旅 費 317 普通旅費 53

費用弁償 264

１０ 備 消 耗 品 費 1,410 器具備品費 1

消耗品費 1,409



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

３ 受 託 工 事 費 7,258 6,689 569



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

１１ 燃 料 費 80 車両燃料費

１３ 図 書 費 10 図書購入費

１５ 通 信 運 搬 費 41 電話料

１７ 委 託 料 76,799 検定満期メータ交換業務委託料 24,668

水道修繕業務委託料 24,212

漏水調査等業務委託料 11,539

料金徴収等業務委託料 16,380

１８ 手 数 料 484 点検手数料 476

その他手数料 8

１９ 賃 借 料 3,609 災害対策備蓄資材借上料 550

管路敷借上料 61

水道管路情報システム借上料 2,998

２１ 修 繕 費 37,501 機械器具修繕費 44

車両修繕費 607

管路等修繕費 32,780

減圧弁修繕費 550

消火栓修繕費 3,520

３０ 材 料 費 2,434 修繕用材料費

３１ 路 面 復 旧 費 7,865

３２ 補 償 費 1 損害補償金

３４ 補 助 金 1,500 給水管統合補助金

１ 給 料 3,787 企業職給１人

２ 手 当 等 1,656 扶養手当 312

地域手当 164

時間外勤務手当 1

休日勤務手当 1

期末手当 678

勤勉手当 500



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

４ 総 係 費 165,688 151,526 14,162



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

３ 賞 与 引 当 金 561

繰 入 額

６ 法 定 福 利 費 1,254 地方公務員共済組合負担金 1,138

地方公務員災害補償基金 9

法定福利費引当金繰入額 107

１ 給 料 23,491 企業職給５人

２ 手 当 等 15,733 扶養手当 1,410

地域手当 1,063

通勤手当 778

時間外勤務手当 437

休日勤務手当 128

管理職手当 1,680

期末手当 4,898

勤勉手当 3,939

児童手当 1,400

３ 賞 与 引 当 金 3,882

繰 入 額

４ 退 職 給 付 費 1

５ 報 酬 2,797 水道水源保護審議会委員報酬 275

会計年度任用職員報酬 2,522

６ 法 定 福 利 費 8,746 地方公務員共済組合負担金 7,542

地方公務員災害補償基金 64

社会保険料 374

法定福利費引当金繰入額 766

７ 旅 費 575 普通旅費 419

費用弁償 156

９ 被 服 費 121



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

１０

１２

１３

１４

１５

１７

１８

１９

２０

２１

２５



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

１０ 備 消 耗 品 費 671 器具備品費 50

消耗品費 621

１２ 光 熱 水 費 1,160 電灯料 1,156

ガス代 4

１３ 図 書 費 268 新聞購読料 35

図書購入費 233

１４ 印 刷 製 本 費 2,682

１５ 通 信 運 搬 費 6,638 電話料 361

郵便料 6,277

１７ 委 託 料 89,035 口座振替収納事務委託料 981

コンビニ収納代行業務委託料 3,216

料金徴収等業務委託料 84,673

公営企業会計システム等改修委託料 165

１８ 手 数 料 6,582 口座振替手数料 4,411

支払督促申立手数料 58

残高証明書発行手数料 3

データ伝送月額利用手数料 667

データ伝送回線利用手数料 88

窓口収納手数料 1,241

Ｗｅｂ回線利用手数料 99

その他手数料 15

１９ 賃 借 料 100 電子複写機借上料

２０ 使 用 料 527 下水道使用料 26

水利使用料 465

その他使用料 36

２１ 修 繕 費 1 機械器具修繕費

２５ 諸 負 担 金 1,089 電算機等使用料負担金 408

諸会費 362

諸負担金 319



款　　　　　　項 目 前年度予定額 増　減　額本年度予定額

５ 減 価 償 却 費 791,509 791,046 463

６ 資 産 減 耗 費 14,749 20,404 △ 5,655

７ その他営業費用 166 141 25

２ 営 業 外 費 用 71,621 70,374 1,247

１ 支 払 利 息 及 び 71,120 68,623 2,497

企業債取扱諸費

２ 雑 支 出 500 1,750 △ 1,250

３ 消 費 税 及 び 1 1 0

地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 2 2 0

１ 固定資産売却損 1 1 0

２ 過 年 度 損 益 1 1 0

修 正 損

４ 予 備 費 10,000 10,000 0

１ 予 備 費 10,000 10,000 0



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明節

２６ 保 険 料 1,587 車両保険料 325

建物保険料 738

その他保険料 524

３２ 補 償 費 1 損害補償金

３５ 貸 倒 引 当 金 1

繰 入 額

３６ 有 形 固 定 資 産 757,987

減 価 償 却 費

３７ 無 形 固 定 資 産 33,522

減 価 償 却 費

３８ 固定資産除却費 14,748

３９ た な 卸 資 産 1 貯蔵品減耗費

減 耗 費

４５ そ の 他 雑 支 出 166 車両重量税

４１ 企 業 債 利 息 71,119

４２ 一時借入金利息 1

４５ そ の 他 雑 支 出 500

５４ 消 費 税 及 び 1

地 方 消 費 税

５５ 土 地 売 却 損 1

５７ 過 年 度 損 益 1 その他過年度損失

修 正 損

７０ 予 備 費 10,000



１ 329,043 328,417 626

１ 企 業 債 300,000 300,000 0

１ 企 業 債 300,000 300,000 0

２ 補 助 金 6,000 4,623 1,377

１ 他 会 計 補 助 金 6,000 4,623 1,377

３ 負 担 金 22,927 23,793 △ 866

１ 工 事 負 担 金 8,663 12,127 △ 3,464

２ 開 発 負 担 金 3,000 3,000 0

３ 他 会 計 負 担 金 11,264 8,666 2,598

１ 土 地 売 却 代 金 1 1 0

2 車 両 売 却 代 金 115 0 115

115４
固 定 資 産
売 却 代 金

116 1

資 本 的 収 入

款　　　　　　項 目 本年度予定額

資　本　的　収　入

増　減　額前年度予定額

収　　　　



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 企 業 債 300,000

１ 他 会 計 補 助 金 6,000

１ 工 事 負 担 金 8,663

１ 開 発 負 担 金 3,000

１ 他 会 計 負 担 金 11,264

１ 土 地 売 却 代 金 1

2 車 両 売 却 代 金 115

節

及　び　支　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

説　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　　入



１ 1,264,990 1,288,872 △ 23,882

１ 建 設 改 良 費 962,762 993,499 △ 30,737

１ 事 務 費 91,902 99,655 △ 7,753

資 本 的 支 出

支　　　　

目 本年度予定額款　　　　　　項 前年度予定額 増　減　額



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

１ 給 料 17,175 企業職給５人

２ 手 当 等 8,669 扶養手当 780

地域手当 718

住居手当 648

通勤手当 276

時間外勤務手当 1,451

休日勤務手当 117

期末手当 2,672

勤勉手当 2,007

３ 賞 与 引 当 金 1,722

繰 入 額

４ 退 職 給 付 費 1

６ 法 定 福 利 費 5,098 地方公務員共済組合負担金 4,051

地方公務員災害補償基金 42

社会保険料 668

法定福利費引当金繰入額 337

７ 旅 費 53 普通旅費

９ 被 服 費 140

１０ 備 消 耗 品 費 663 消耗品費

１１ 燃 料 費 221 車両燃料費

１３ 図 書 費 171 図書購入費

１４ 印 刷 製 本 費 44

１７ 委 託 料 10,000 測量等委託料

１８ 手 数 料 8 その他手数料

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　出

節 説　　　　　　　　　　　　　　　明



目 本年度予定額款　　　　　　項 前年度予定額 増　減　額

２ 改 良 費 847,001 855,401 △ 8,400

３ 拡 張 費 2 1 1

４ 固定資産購入費 23,857 38,442 △ 14,585

２ 企業債償還金 302,227 295,372 6,855

１ 企 業 債 償 還 金 302,227 295,372 6,855

３ 負担金等返還金 1 1 0

１ 負担金等返還金 1 1 0



（単位千円、△印は減を示す。）

金　　　額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

節 説　　　　　　　　　　　　　　　明

１９ 賃 借 料 1,076 電算機等借上料 726

電子複写機借上料 349

土地賃借料 1

２１ 修 繕 費 408 車両修繕費

２５ 諸 負 担 金 46,452 電算機等使用料負担金 150

奥野ダム負担金 46,302

３２ 補 償 費 1 損害補償金

２９ 工 事 請 負 費 847,000 （工事概要参照）

３０ 材 料 費 1

２９ 工 事 請 負 費 1

３０ 材 料 費 1

５１ メ ー タ 購 入 費 23,846 （工事概要参照）

５２ そ の 他 機 械 10 　　　　〃

器 具 購 入 費

５３ 土 地 購 入 費 1 　　　　〃

６０ 企 業 債 償 還 金 302,227

６８ 負担金等返還金 1 開発負担金返還金



予　定　額

560,000

287,000

847,000

予　定　額

23,846

10

1

23,857

メ　ー　タ　購　入　費

種　　　　　　　　　　　　　別

　２　固　定　資　産　購　入　費

施　設　改　良　工　事

計

工      　  　事　        　概　        　要

工　　     　　事　　     　 名 

配　水　管　・　送　水　管　布　設　改　良　工　事

計

土　地　購　入　費

そ　の　他　機　械　器　具　購　入　費

　１　改  良  工  事

（単位千円）

（単位千円）



15か所

　    　配　水　管 φ50 ～ φ250 Ｌ ＝ 1,805 ｍ

　    　消火栓設置・舗装復旧・減圧弁更新

 4か所

φ 13 　　　 　2,704個　　 φ 20 φ 25

φ 30 　　　      25個　　 φ 40 φ 50

φ 75 　　　      13個　　 φ 80 　 φ100

φ125 　　　       1個　　 φ150 φ200 　　　  1個

備　　　      　　　　　　　考

　  　 1個 　  　 10個

 　1,246個

　　　 41個

　　　市　内　全　域

　  　 1個

　　　　緊急遮断弁設置・次亜塩素酸注入装置設置・300kVA発電機更新

　　  42個

工      　  　事　        　概　        　要

備　　　      　　　　　　　考

　　　市　内　全　域

　配　水　管　・　送　水　管　布　設　改　良　工　事

　科目計上

　給水活動資材

（単位千円）

　　 　46個

　　　　浄水場中央監視装置更新・テレメータ監視設備更新・送水ポンプ２台更新

　施　設　改　良　工　事

（単位千円）


